
 

  
 

 
育児休業手当金の支給期間の延長（子が１歳６か月から２歳までの再延長）の 
取扱いについて 

 
雇用保険法等の一部を改正する法律（平成29年法律第14号）により地方公務員等

共済組合法第70条の２が改正され、平成29年10月1日（以下、「施行日」という。）

から、総務省令で定める場合に該当するときは、育児休業手当金の支給期間を育児休

業等にかかる子が１歳６か月から２歳に達する日までに延長することとされました。

（以下「育児休業手当金の支給期間の再延長」という。） 

なお、当該改正に伴い、「育児休業手当金請求書」の様式が一部変更になりますの

でご留意願います。 

 
記 

 
１．育児休業手当金の支給期間の再延長の対象 
  育児休業の対象が「施行日以後に２歳に達するまでの子」で、当面その保育が実施

されない場合、施行日以後２歳に達する日まで育児休業手当金が支給されます。 

  再延長の具体的な事例は、別添資料アからエまでのいずれかに該当する場合とな

ります。 

 

２．育児休業手当金の支給期間の再延長の請求手続き 

  １歳６か月から２歳まで支給期間を延長する際には、改めて育児休業手当金請求

書を提出願います。 

  また、再延長の請求手続きの際に添付書類として、育児休業の対象となる子にか

かる１歳６か月に達する日以後の期間について、保育所等の入所不承諾通知など当

面その保育が行われない事実を証明することができる書類を提出願います。 
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